
1 研究の目的

労働には「生きるために必要な活動」という側

面と「肉体や頭脳をつかって何かを創造する活

動」という側面があるという（濱嶋ほか 1999 :

633）。つまり、労働には生活をするためという目

的ばかりではなく、それ以外の目的で行われる面

も含まれる。

本研究の目的は、ワーカーズ・コレクティブに

携わる人々について、彼らの社会経済的地位や社

会意識などから彼らの参加意識を明らかにするこ

とにある。ワーカーズ・コレクティブ（以下、ワ

ーコレ）は労働者協同組合とも訳され、日本にお

いても 1980年代頃より注目を集めている（樋口

2001）。本研究ではその中でも「自己資本と自

己労働で直接民主的に事業を仲間と協同して行う

比較的に小規模な事業体」（佐藤 2002 : 130）と

して、生活クラブ生協という生活協同組合から派

生したワーコレに注目した。

ワーコレ労働は、事業に対して金銭的な報酬を

対価として得るという点において一般的な労働と

変わらない。ただし、ワーコレにおける「労働」

は、単にお金を得るためだけの活動ではない。そ

れは労働を生活の中に取り戻すための運動であ

り、地域における様々なニーズを充足するような

サービスの提供であり、直接民主主義の実践でも

ある。これらはワーコレがワーコレたるゆえんで

あり、その理念として明記されたものである。ワ

ーコレ労働が一般的な労働と大きく区別される点

はここにある。

ではワーコレに携わる人々はなぜこの活動に参

加しているのだろうか。お金を得るためという目

的が第一義的にあるとすれば、わざわざワーコレ

で活動する必要はない。なぜならば、さきにも述

べたようなワーコレがワーコレたる理念は、お金

にはならない活動によって支えられているからで

ある。金銭的な目的からだけならば、パートやア

ルバイトをしたほうがよほど効率はよい。そのこ

とについては後に詳しく述べるが、「お金を得る」

つまり「生活を維持するための活動」という目的

以外のものがワーコレ労働にはある。

一般的な労働と区別され、また一方で単なる奉

仕活動とは異なるワーコレとはいったい何か。そ

してワーコレに携わる人々はどのような意識で、

何を求めてこのような活動に関わっているのだろ

うか。本研究においては、実際にワーコレに携わ

る人々の属性や意識を探ることによって、「労働」

のあり方の可能性について考えてみたい。

2 本研究の対象と課題

2. 1 ワーカーズ・コレクティブの歴史

『ワーカーズ・コレクティブ』という言葉が日

本で初めて使われるようになったのは、1982年

のことである。そのワーコレを生み出す母体とな

った生活クラブ生協は、店舗を持たない共同購入

形態の生活協同組合として 1968年に東京に最初

につくられた。「市場よりも安い牛乳を」から始

まった生活クラブ生協の活動は、市場経済システ
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ムに対するアンチテーゼとして、生産、流通、消

費、廃棄の流れの自主管理をめざす社会運動に発

展した。それは同時に、消費者である私たちのエ

ゴが今の市場経済システムを作り出しているとい

うことへの認識につながり、それが生活クラブに

関わる人々自らの生活を見直しにつながってい

く。それは都市生活者の生き方を不断に問う社会

的活動でもあった。環境や健康の安全性を問い、

「合成洗剤を追放して石けん使用を進める」運動

は、自治体への請願や陳情、条例の制定を求める

直接請求運動などを通して、政治を自分たち生活

者のものであるとする認識の必要性を痛感させる

までに至った。

東京に遅れること 2年、1970年に神奈川県に

誕生した生活クラブ生協・神奈川は、そのような

これまでの運動の一環として、地域の身近なとこ

ろに台所の延長として共同の消費材のストックヤ

ードが必要であると考え、その開発を進めてい

た。これは後にフランス語で「荷捌き所」という

意味をもつ『デポー』という名称に持つようにな

るのだが、このデポーの施設管理をどうするか、

という問題が議論の中で浮上した。自己決定・自

主管理をめざしてきた生活クラブ生協としては、

組合員自身がその管理を担うべきであるという見

解をもっていた。だが、具体的に誰がどのような

形でその業務を担うのかという問題については課

題として残されていたのである。

デポーのような施設の運営・管理には一定の専

門性を持った人々が必要とされるため、その活動

に対して完全に無償というわけにもいかず、しか

しながら専従の職員を雇うのは生活クラブ生協の

理念に反する。そこで注目されたのがアメリカ・

カリフォルニアで実践されていた元祖ワーコレと

でも言うべき、自主管理型労働運動であった。そ

れは、あらゆる権威を否定して民衆の自発性と自

治能力と直接民主主義に基礎をおくラジカルな共

同体ないし協同組合主義であった。

1970年代のアメリカ西海岸や西ドイツで、ベ

トナム帰還兵や若者たちが企業社会で管理される

のを嫌って、仲間と出資してパン工場やリサイク

ル・ショップなどを設立した。今でいう草の根ベ

ンチャー事業とでもいえるだろうか。必要とされ

ているサービスを生み出し、そのための自らの労

働と引き換えに対価を得る。利潤を上げることよ

りも、生活の一部として労働を見直すなかから、

新しい労働スタイルが生み出されていった。これ

らの活動がワーコレと呼ばれており、日本のワー

コレはこの活動にヒントを得て始められたのであ

る。結果、デポーを管理・運営するための組織を

組合員で構成し、専従職員一人分の人件費を委託

料としてその組織に支払い、その委託料の中で組

織された組合員が運営・管理を行う形となりこれ

がワーコレの原型となった。こうして、生活クラ

ブ生協が必要とする責務の一部を担うという形態

で、委託・請負契約が両者の間に交わされ、1982

年にワーコレ「にんじん」がスタートすることと

なったのである1）。

ワーコレはその後、神奈川だけでなく東京をは

じめとする様々な地域に広がり、提供する業務内

容も範囲が拡大されていった。現在では、ワーコ

レの業務内容は多岐に渡る。安全な食材を使った

弁当や惣菜の販売や地場野菜の販売など食に関す

るもの、子育て支援や介護支援といった福祉に関

するもの、リサイクル・ショップや廃油利用の石

鹸工場など環境保護に関するもの、翻訳や出版か

らカルチャーセンター的なものまで実に多種多様

である。これらの事業に共通するのは、生活者と

しての視点を生かし「地域で生活する」ことに寄

与するものでありたい、という思いが根底にある

ということである。そしてこれを実践するための

方法としてワーコレが選んだのが、「参加型自主

管理労働」すなわち人々の自発的な参加による自
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主管理労働というかたちだったのである。

生協運動を通して培われた自然環境や食の安全

性に対する視点、「生活者」としての視点などか

ら生み出されたこれらのサービスは、確実に地域

のなかで存在感を増し、最初のワーコレが生まれ

た 1982年から今までの間に事業所数は約 500団

体、活動者も約 12,000人（2004年 7月時点）に

まで拡大している。

2. 2 ワーカーズ・コレクティブの組織的特徴

（1）労働という側面からみたワーコレ

ワーコレの最も大きな特徴は、「必要な事業資

金を出し合い、雇われない、参加する一人ひとり

がオーナーとワーカーの両面を持つ」（横田

2002 : 84）ことにあるだろう。したがって、ワー

コレには「資本と経営と労働との分離・対立は存

在しないし、雇う雇われるという雇用・被雇用の

関係も存在しないし、また管理する管理されると

いう支配関係もない」（佐藤 2002 : 130）ことに

なる。ワーコレにおいては、労働の場面ごとに

個々の能力に応じて分業・協業のあり方が検討さ

れ、実際にその労働を担うメンバーの意思が反映

される。各人が自分に適した働き方をすることに

よって、つまり労働の自主管理を行うことによっ

て、自分の持つ創造性とエネルギーとを最大限に

発揮することが期待できるとする。

また、ワーコレは職住近接を基本とする。労働

の場と生活の場とは重なり合い、労働が生活の一

部となるために、自分たちの住む地域で働く。そ

れによって、自分たちの住む地域での人と人との

交流が可能になり、労働は地域の人々の生活に開

かれたものとなる。

これらの特徴から、ワーコレは男性中心に作ら

れた現代企業社会における労働環境への異議申し

立てという面も持っている。

（2）運動体という側面からみたワーコレ

ワーコレは、社会的なニーズに対して、国でも

地方自治体でもなく、企業でもなく、他でもない

自分たちの手でそのニーズに応えていこうとする

市民たちの一種の社会運動でもある。自らの不満

や不安を解消し目的を達成させるための活動は、

行政に対する異議申し立てや既存の政治活動に参

加するだけではない。ワーコレは、ニーズがある

にも関わらず、行政や企業がこれまでに提供して

こなかったようなサービスを提供することを目指

してきた。現在のような市場主義経済において

は、利潤が出ない商品やサービスはたとえニーズ

があっても提供されにくい。そのような経済のあ

り方に対して、ひとつの社会運動としてワーコレ

はあるといえる。

ワーコレはまた、自分たちを含む地域の生活者

にとって必要なモノやサービスを生産する。メン

バーがこれまでに身に付けてきた生活文化・生活

技術を生かすサービスを事業化することにより、

地域における生活技術や生活文化を活用・継承

し、発展させる。つまり、生活者としての視点が

重要となるのである。またワーコレの労働では、

必要とされる使用価値の生産に役立つ専門的な知

識や技術は当然尊重されるが、職業的専門性が自

己目的的に追求されることはなく、あくまでもア

マチュアである生活者の視点から行われることに

こだわっている。

ワーコレの生産は、交換価値を生み出すためで

はなく、あくまでも使用価値が実現するためのも

のである。そして、生活者・利用者の立場にたっ

たサービスの提供をめざしている。このためワー

コレの提供するサービスの価格は、利用者の立場

にとって利用しやすいレベルに設定される。この

価格決定要因は、サービスの提供者と利用者が同

じ地域コミュニティ内に生活する者同士であり、

提供者と利用者とは互いに入れ替わる可能性を考
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慮したものである。これは、市場価格に対して、

互酬的労働が生み出す「コミュニティ価格」とい

えるものである。

このような「コミュニティ価格」を設定できる

のは、サービスの提供者であるワーカー自身がま

ず生活者としての自覚をもち、なおかつコミュニ

ティにおいて「顔の見える」関係をつくりあげて

いるからこそである。地域のコミュニティの価値

があらためて問いなおされている今こそ、ワーコ

レの活動は重要な意味をもつ。ワーコレは地域住

民のひとりとして、地域の新たな共助的なネット

ワークの担い手として期待される。

（3）事業体としての側面からみたワーコレ

ワーコレの運営に関する意思決定には、メンバ

ーの全員が参加する。出資額が異なる場合にも、

各人の決定権に大小の差がつけられることはな

い。また、組織内での任務分担の違いによっても

決定権に差はない。あくまでも一人一票である。

意思決定にあたっては直接民主主義を貫くことを

原則とし、このような直接民主主義に基づく運営

を可能にするために、メンバーの人数はそれが可

能な範囲に抑えられる。そして、情報が特定のメ

ンバーに集中することを避け、意思決定に必要な

情報を共有する。このような直接民主主義を採用

することによって、ワーコレは労働の自主的な自

己管理を達成し、ひとりひとりのワーカーの自発

的な意志による積極的な参加を促すことができ

る。ただし、この大きな特徴がもたらすもう一つ

の側面がある。それについてはあとに述べる。

また、ワーコレは事業体として継続されるため

に、提供するサービスの対価を獲得する。労働の

公正な対価によってメンバーの生活がまかなわ

れ、人的・物的に再生産の条件を整えることがで

きるだけの収入確保することで事業体として継続

することができる。加えて、ワーコレが提供する

サービスの多くはこれまで家庭や社会のなかでシ

ャドウ・ワークとして行われてきたものである。

よって、これまでアンペイド・ワークとして担わ

れてきたそのような労働に対して金銭的な評価を

与えることにより、社会的に正当な評価を与える

ことができるといえる。

ワーコレ労働においては自分たちの創り出した

サービスやモノの価値を、市場原理から離れて自

らが価格を決めることができ、生産した価値をコ

ミュニティの中で直接交換する。一方で、かかっ

た必要経費は少なくとも回収しなければならず、

そのためには市場や制度とはまったく無関係では

いられないのも事実である。しかしながら、価値

の生産と交換、消費の関係に総合的に自ら関わっ

ていこうとする積極性は、従来の資本主義経済の

流れに逆らう新しい動きであることには間違いな

いだろう。

2. 3 ワーカーズ・コレクティブの担い手とその

特異性

ここでワーコレの担い手に注目してみると、そ

のほとんどは中高年の女性、しかも専業もしくは

それに近いかたちの主婦たちである。彼女たちの

多くは、ワーコレを生み出す母体となった生活ク

ラブ生協においてアクティブに生協活動に携わっ

てきた「活動主婦層」の人々である。活動主婦層

とは「積極的に生協活動やその他の地域活動など

に携わることで「専業主婦」を脱した、職業をも

っていない活動的な主婦」をさして、佐藤慶幸が

名付けたものである（佐藤 2002 : 137）。

活動主婦層が生協活動やその他の地域活動に参

加し、活躍できた背景には性別役割分業を基本と

する日本のこれまでの産業社会の構造によって、

多くの女性が家庭という社会経済的には周縁的な

位置に追いやられてきたことが一因としてある。

彼女たちが自身のもつ能力を生かして社会参加を

する場として、これらの活動が積極的に利用され
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てきたのである。彼女たちは家庭という場所から

スタートし、消費社会や資本主義社会に対する異

議申し立てを行ってきた。そしてワーコレをはじ

めとして、彼女たちの試みは着実に成果をあげて

きているのである。

しかしながら、そのように彼女たちが活動でき

るのは夫という稼ぎ手があり、生活のためだけに

働く必要がないからである。夫がいても、きちん

と働ける状態にあり、生活をするのに十分な賃金

が得ていなければならない。そうでなければ、専

業主婦もしくはそれに近いかたちで「活動主婦」

として社会参加することはできないのである。つ

まり、彼女たちはそのような社会参加に必要な時

間的資源や（間接的なかたちでの）経済的資源を

もった豊かな女性たちであるとみることができ

る。つまり「生活そのものがかかっていないがゆ

えに、彼女たちは意識において、ワーカーズ・コ

レクティブの理念を高く掲げることができる」

（佐藤 2002 : 137）と考えられるのである。その

ように考えれば、資本主義経済や男性中心の産業

社会に対しての批判を行ってきた彼女たち自身が

そのような社会構造にからめとられてしまってい

るとみることもできる。自らが依って立つ社会構

造そのものを批判している、その構造を利用しな

ければ批判という行為すら行えないという矛盾が

そこには存在するのである。

3 ワーカーにとってのワーコレ労働

3. 1 ワーコレにおけるワーカーの労働意識

ワーコレについての先行研究として佐藤ら（佐

藤 1991, 1995, 1996；佐藤編 1988）や千葉大学

（千葉大学文学部社会学研究室 1996）の研究があげ

られる。これらの調査、研究が行なわれたのは

1980年代から 90年代にかけてであるが、この時

点においてすでにワーコレを支えるのが「夫の被

扶養の地位にあって「専業主婦の座の特権」を享

受し」（佐藤 1996 : 89）ている女性たちであると

指摘されている。前節でも述べたように彼女たち

が批判する現代産業社会を支える社会構造の中

に、彼女ら自身もまた在る。そのような構造を利

用しなければ批判すら行えないというこの矛盾に

気づき、被扶養という地位から解放されるための

制度化がなされるためには「なお時間がかかりそ

うである」（佐藤 1996 : 99）とも言われていた。

制度化とはすなわち経済的自立を可能にするだけ

の収入を得られるような労働が可能になるという

ことである。ところが、ワーコレ労働に参加して

いる女性で、被扶養の地位を維持するための年収

103万円以内という制限を越えてでも働きたいと

思っている人は半数以下であり、自らのワーコレ

労働を「経済的に自立しておらず職業にもついて

いない」と規定した人も半数以上にのぼっていた

（佐藤 1996）。

特に福祉系のワーコレにおいてその傾向は強

く、ワーコレ労働を有償ボランティアとしてとら

えている人が 8割以上であり、福祉系のワーコレ

はボランティア精神に強く支えられていると考え

られる。これらのことから、佐藤は福祉系ワーコ

レにはそのような経済的自立よりも社会的自立へ

の志向性が強い「相互扶助・福祉型」ワーコレ

と、その逆の「経済的自立型・事業独立型」ワー

コレの両極に対置されるような 2つのタイプがあ

ると指摘する（佐藤 1996 : 98）。この点について

は「報酬よりも生きがいを選ぶボランティア気分

のワーカーと、安定した収入をもとにプロを志向

するワーカーの間に分化が生じてきている」（上

野 2002 : 7）という指摘もある。つまり、自らの

労働を「労働」としてではなく「有償ボランティ

ア」として捉えるような意識をもつワーカーが少

なからず存在するというのである。

2000年に施行された介護保険制度は、これま

で私事として主に家庭において担われてきた介護
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という仕事を社会化したといえるだろう。ワーコ

レの介護保険制度への参入については、ワーコレ

は公的福祉の提供が本来の目的ではないことから

議論にもなった。しかし、措置型から契約型へと

いう福祉の大きな転換期に、サービスの質や価格

の牽制力、苦情処理などで地域密着型のワーコレ

が担える役割は大きいとして、参入を決めたとこ

ろが多い。障害者福祉の分野においても 2003年

4月より導入された支援費制度の実施により、利

用者が主体的にサービスを選べるようなシステム

が整備されつつある2）。それによって、高齢者福

祉だけでなくさらに広い範囲でワーコレの担う役

割は拡大してきている。

制度の枠を超えて地域に本当に必要とされるサ

ービスを提供することを目指してきたワーコレに

とって、このような制度の側の変化は「追い風に

なった」（上野 2002 : 11）とみることもできる。

介護保険制度や支援費制度によって利用時間や利

用高が増加し、経営的な安定やワーカーの収入増

をはかることができるというメリットが生まれた

からである。では、そのような変化はワーカーに

何をもたらしたか。特に、収入増という変化は、

ワーカー自らの労働意識にどのような変化をもた

らしたか。あるいはもたらさなかったのか。

佐藤らの研究から約 10年という時間を経て、

また介護保険制度等の導入という社会環境の変化

を経て、ワーカー自身の労働意識はどのように変

わったか。そこにワーコレのこれからについてど

のような可能性を見出せるだろうか。そこで分析

においては、ワーカーの労働意識という点につい

て検討する。

3. 2 ワーカーの階層的地位とライフスタイル志向

これまでにワーカーの被扶養者としての地位が

ワーコレ労働を支えている可能性について述べて

きた。被扶養者としての地位が維持できるという

ことは、それだけ経済的にも余裕のある家計状況

にあるということである。つまり、ワーコレのワ

ーカーは社会経済的な地位が高い傾向にあると推

測されるのである。

ボランティアに代表されるような社会参加活動

と階層的地位との関連を検討した豊島慎一郎は、

所得階層の高さが人々の社会的活動参加行動を規

定しており、そのような社会活動に参加する人々

は教育達成・職業的地位において高階層に偏る傾

向にあると述べている（豊島 1998）。また同時

に、仕事重視のライフスタイルよりも個人の私生

活を重視する生活充足志向が社会的活動参加行動

を規定することも明らかにしている。ただし、生

活充足志向は社会経済的な地位の高さと決して無

関係ではなく、結果として「主体的な社会参加行

動は社会経済的諸関係から独立して存在する訳で

は決してない」（豊島 1998 : 168）といえる。

前項でみてきたように、ワーカーがワーコレを

ボランティア的な活動と捉える傾向がみられると

すれば、ワーコレにも豊島が言うような社会経済

的地位の高さや生活充足志向がみられると考えら

れる。そこで分析においては、前項で述べたワー

カーの労働意識に加えて、ワーカーの社会経済的

諸関係や生活充足志向をについても分析すること

が必要となる。

3. 3 調査の概要

本研究では 2004年に神奈川県のワーコレを対

象に行った調査3）のデータを用いて、分析を行

う。調査を行なった神奈川県はワーコレ発祥の地

であり、現在日本においてもっともワーカーズ・

コレクティブ活動がさかんな地域である。本調査

は、神奈川県内のワーコレを統括・組織している

神奈川ワーカーズ・コレクティブ連合会の協力を

得て、在宅福祉部門 28団体に属する 250名を対

象に行ったものである。
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調査対象を在宅福祉部門に限定したのは、さき

にも述べたように福祉型ワーコレにおいてはとり

わけボランティア意識をもったワーカーが多いこ

とが指摘されていることや、2000年の介護保険

法の施行等で変化が特に著しい分野であり、それ

によって民間企業との競合や行政との関わりが避

けられなくなっているなど、社会環境の変化をそ

の活動内容に顕著に反映しているという点におい

て、考察に値すると考えられるからである。

次節以降ではこのデータを用いて、ワーカーの

労働意識、社会経済的地位、生活充足志向につい

て検討することにしたい。

4 分 析

4. 1 活動状況からみるワーコレ活動

（1）活動状況の概観

まずは、ワーカーの実際の活動状況について概

観することにしよう。

表 1はワーコレにおける通算活動期間、表 2は

ワーコレにおける活動を開始した年齢をあらわし

たものである。ワーコレでの活動期間は平均で

4.7年であり、最も長いワーカーで 16年となって

いる。活動期間が 10年以上のワーカーは特にワ

ーコレの創業期に携わった人々であると推測され

る。彼らはいわばワーコレのベテランともいえる

人々である。一方で、活動期間が 5年未満のワー

カーが半数以上を占めていることから、そのよう

な立ち上げ期以降に参入したワーカーも少なくな

いことがわかる。

また活動を開始した年齢は平均で 47.2歳、最

低は 31歳、最高は 69歳となっている。30−40代

が全体の半数以上を占めるものの、50代以上か

ら始めたワーカーも少なくない。このことはワー

コレ労働が、たとえば企業を退職した後や子ども

が世帯を離れた後からでも活動に参加できる条件

にあるということをあらわしている。パートやア

ルバイトなどは年齢制限を設けている企業も少な

くないが、この結果をみる限り、ワーコレ労働に

おいてはそのような年齢による参入の困難さは存

在しない。

また、表 3は週の活動時間をあらわしたもので

ある。平均で 20.7時間／週であり、最低は 1時間

未満、最高は 96時間となっている。ここで比較

のために、「2003年暮らしと生活に関する調査4）

（以下 2003年 SSM 調査）」から 40−60代女性を

抽出し、そのうち常時雇用（フルタイム）労働と

パート・アルバイトのものと活動時間の比較を行

った5）。その結果が表 4である。この結果をみて

みると、ワーコレの場合パート・アルバイトの平

表 2 活動開始年齢 （％）

30代 18.7
40代 42.5
50代 30.1
60代 8.8

（N＝193）

平均 47.2歳
最低 31歳 最高 69歳

表 3 活動時間／週 （％）

10時間未満 20.4
10時間以上 20時間未満 30.1
20時間以上 30時間未満 25.8
30時間以上 40時間未満 13.4
40時間以上 10.2

（N＝188）

平均 20.7時間
最短 1時間未満 最高 96時間

表 1 活動期間 （％）

2年未満 20.2
2年以上 5年未満 39.9
5年未満 10年未満 23.8
10年以上 16.1

（N＝193）

平均 4.7年
最短 1年未満 最長 16年
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均 24.6時間よりも 3.9時間ほど少ないが、フルタ

イムの場合の平均 43.0時間に比べると、パート

・アルバイトの場合に近い時間をワーコレに使っ

ていることがわかる。

ここで、ワーコレで得られる収入について考え

てみよう。表 5は分配金年収（1年間でワーコレ

労働によって得られた収入）についてあらわした

ものである。また表 6はさきほどと同様に 2003

年 SSM 調査から 40−60代女性パート・アルバイ

トの平均年収をあらわしたものである。

表 5をみてみると、もっとも多いのは 40−79

万円で 34.9％であり、次に多いのが 0−39万円の

28.5％である。つまり、80万円以下が半数以上

を占めるのである。表 6をみてみると、パート・

アルバイトの場合はもっとも多いのが 80−102万

円で 34.0％である。所得税の配偶者控除が受け

られる 102万円までが占める割合は、ワーコレの

場合 81.7％、パート・アルバイトの場合 65.1％

と、どちらも半数以上が 103万円以内にとどまっ

ている。だが、201万円以上の比率でみてみると

その差が顕著であり、ワーコレの場合わずか 1.1

％にとどまっているにもかかわらず、パート・ア

ルバイトの場合 12.6％と 10倍以上の比率となっ

ているのである。

表 4から週の活動時間はワーコレとほぼ変わら

ないという結果が得られたにもかかわらず、なぜ

このような格差が生じるのだろうか。それは、第

2節でも述べたようなワーコレの「お金にならな

い活動」であるという特徴から生じるものである

と推測される。たとえば、

私なんか毎日ほとんど A6）だけでなくて、

市の会議、それも無償のね。そんなのにも市

民が関わるというか、そういうところで、朝

から晩まで働いているけれど、大体 4～5万

円くらいなのね、毎月の収入は。A からの

収入ですが。

というように、ワーコレには事業としての活動以

外に、事業運営や関係各機関との調整のための会

議などの収入には反映されない活動が多く存在す

るからである。収入とワーコレ労働との関連につ

いては、次節で詳しく検討してみることにしよ

う。

（2）分配金収入から考える活動状況

表 7は、神奈川ワーカーズ・コレクティブ連合

会の分配金年収（活動によって個人が得られる収

入。以下、分配金年収）の比率である。これによ

ると、分配金年収が 40万円未満の人が全体の 60

％を占め、103万円以下となると全体の約 87％

を占めていることがわかる。食部門において他の

部門に比べて分配金年収が高い傾向にあるのは、

表 4 週労働時間

週活動時間 標準偏差

フルタイム
パート・アルバイト
ワーカーズ

43.0
24.6
20.7

9.2（N＝63）
10.8（N＝95）
13.6（N＝188）

表 5 分配金年収 （％）

0−39万円 28.5
40−79万円 34.9
80−102万円 18.3
103−129万円 12.4
130−200万円 4.8
201万円以上 1.1

（N＝186）

表 6 パート年収 （％）

0−39万円 9.7
40−79万円 21.4
80−102万円 34.0
103−129万円 12.6
130−200万円 9.7
201万円以上 12.6

（N＝103）
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食部門特有の性質による。食部門の多くは店舗や

工場を独自に保有し、毎日一定数以上の品物を供

給している。つまり、他部門に比べてパート型の

労働に近づくため、それに伴って収入も安定的に

得られるのである。それに対して、たとえば在宅

福祉部門は待機型と呼ばれるように、ニーズが常

に一定にあるとは限らず、ニーズが発生した時点

からのサービスの供給となるため、収入は不安定

になりやすいのである。

年収が 103万円以上になれば、所得税の配偶者

控除が受けられなくなる。さらに年収が 130万円

以上になれば、社会保険の自己負担が必要にな

る。ここでワーコレにおける社会保険の状況をみ

てみよう。表 8は、厚生年金加入状況をあらわし

たものである。分配金年収 130万円以上、つまり

社会保険の自己負担が必要となるメンバーは全体

の 6.6％であるが、そのうち厚生年金に加入して

いるのは 41.9％、全体の 2.8％に過ぎない。

たとえば、全員が年収 100万円を超えるほどの

年収を得られるようにするためには、事業所全体

としてもそれだけの収益を得る必要がある。しか

しながら、ワーコレは収益をあげることが第一の

目的ではないため、利潤を得るためだけの事業を

行うことはできない。仮にそれだけの収益をあげ

られたとしても、年収が 130万円を超えるように

なると、今度は社会保険の問題がある。通常、社

表 7 分配金年収比率

分 配 金 年 収

（％） 0−39万円 40−79万円 80−102万円 103−129万円 130−200万円 201万円以上

在 宅 福 祉 70 15 7 4 2 2

食 2 19 31 20 20 8

委 託 ・ 請 負 49 16 16 10 5 4

情 報 ・ 文 化 53 21 5 6 7 8

環境・ショップ 28 61 7 1 2 1

全 体 60 17 10 6 4 3

（神奈川ワーカーズ・コレクティブ連合会，2002）

表 8 厚生年金加入状況

神奈川 W. Co 連合会 分配金年収130万円以上 厚生年金加入

事業所数 メンバー数 メンバー数
部門内比率
（％）

メンバー数
部門内比率
（％）

130万比率
（％）

全体比率
（％）

在 宅 福 祉 118 3,625 169 4.7 133 3.7 78.7 3.7

食 11 267 50 18.7 21 7.9 42.0 7.9

委 託 ・ 請 負 51 1,501 136 9.1 0 0.0 0.0 0.0

情 報 ・ 文 化 11 86 13 15.1 0 0.0 0.0 0.0

環境・ショップ 16 163 4 2.5 2 1.2 50.0 1.2

計 207 5,642 372 6.6 156 2.8 41.9 2.8

（神奈川ワーカーズ・コレクティブ連合会，2002）
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会保険料は雇用者との折半だが事業主でもある彼

らの場合、全てを自分たちで支払うことになるの

である。もちろん 130万円を余裕で超えられるよ

うな収入を得られればよいのだが、ぎりぎりにな

ってしまえば大幅な収入ダウンになりかねない。

そうすると、やはり配偶者控除を受けられる年間

103万円以下に収入を抑えようという意図が働

き、表 8のような状況が生み出されるのであると

推測されるのである。

また、共同出資・共同経営であるワーコレの場

合、「抜けがけ」は出来ない。130万円を超えて

も働きたいと思う人がいる一方で、そこまでは働

けない、働きたくない人もいる。全てのワーカー

の希望を調整するには大変な苦労が必要である。

ワーコレのほとんどは一事業所あたりの人数は

20人ほどの小規模なものであるが、それでも合

議制を採用するほとんどのワーコレでは、全員の

意見を集約できるまでの時間や手間も半端ではな

い。そのようなスタイルを貫くのは、資本主義的

な労働に対するアンチテーゼという理念があるか

らだが、そのための時間や労力が要求されるので

ある。それが参加コストとしてワーコレへの参加

には必要となるのだ。

つまり、ワーコレで活動できるのは必然的にこ

の収入の範囲内で働くことが可能であり、またそ

れだけの参加コストを負担できる人々ということ

になる。結果として、生活をしていくのに自分で

それほど収入が必要ないこと、つまり他に主な収

入源があるか、誰かの扶養のなかにあることがワ

ーコレでの活動の条件となる。もともとワーコレ

は、生活クラブ生協という主な担い手が専業主婦

たちである活動から生まれている。そのこともあ

って、ワーコレの担い手は今でも専業主婦と呼ば

れる人々がほとんどになっている。つまり、ワー

コレでの収入が生活していけるかどうかに直接影

響しない人々が担い手となっているのだ。表 9

は、ワーコレで働く人々の男女別のメンバー比率

をあらわしたものである。全体としてみても、男

性のメンバー数は 3.6％にすぎない。特に働き盛

りと呼ばれる 40−50代になると極端に少なくな

ってしまう。

このことは、ワーコレの担い手自身の評価や、

社会からみた評価にも大きく影響すると考えられ

る。まず、担い手にとって、それだけの収入を得

なくてもいいという状況は、無理に利益をあげる

必要がないという状況を生み出すことになる。こ

のことによって、利益の追求を目的とする、一般

の企業にはできないサービスの提供ができるよう

になるというメリットがある。また、ワーコレは

原則として、個々のワーカーから集めた出資金に

表 9 年代別メンバー男女比率

年代
女 性 男 性 計 男性比率

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ ％

20代
30代
40代
50代
60−64歳
65歳以上

53
415

1818
2283

580
259

（1.0）
（7.7）
（33.6）
（42.2）
（10.7）
（4.8）

23
19
19
19
65
56

（11.4）
（9.5）
（9.5）
（9.5）
（32.3）
（27.9）

76
434

1837
2302

645
315

（1.4）
（7.7）
（32.8）
（41.0）
（11.5）
（5.6）

30.3
4.4
1.0
0.8

10.1
17.8

計 5408 （100.0） 201 （100.0） 5609 （100.0） 3.6

（神奈川ワーカーズ・コレクティブ連合会，2002）
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よって運営されているため、万一事業がうまくい

かなくなったとしても、個人としては出資金以上

の損失を被ることがない。そのことは思い切った

サービスの開発を目指す、という点ではメリット

になる一方で、事業の運営やその社会的責任に対

する意識の低さを引き起こしかねない。

ワーコレの人々は、このことについてどのよう

に考えているのだろうか。

社会保障をどうしようかという話は、次の

次の次ぐらいの話なのね。まずは分配金が最

低賃金をクリアするってことがあって。みん

な夫がいる人がほとんどなので、年収が 130

万円までだと、税金も社会保障も夫の収入の

中でまかなってもらえる。だから社会保障っ

ていうのは特に考えなくてもいいってことに

なっちゃうんですね。そこのところで、ちゃ

んとやろうという動機付けにならないという

か。自分たちでちゃんと一人前の市民として

税金も払って、社会保障も自分たちも負担し

てやろうね、という話までにはなかなかいか

ない。7）

つまり、ワーコレを続ける上で配偶者の存在が彼

らのセーフティネットとなり、そのことがワーコ

レという事業体にとってメリットとなるととも

に、同時にデメリットをももたらしかねない。

ここで、ワーカーの収入に対する意識に関して

もう少し検討を加えてみよう。表 10はワーコレ

以外の収入の有無をたずねたものであり、表 11

はその場合の収入がワーコレの収入よりも多いか

どうかをたずねたものである。ワーコレ以外の収

入があるのは、25.0％であり、それがワーコレの

収入よりも多いのは 47.9％となっている。この

場合、ワーコレにおける労働は副業的なものであ

ると考えられる。また、ワーコレの収入とほぼ同

じと答えたものは 14.6％、少ないものは 37.5％

となっている。

表 12は、ワーコレ労働に対する金銭的な報酬

の必要性をたずねたものである。これによると、

「まったくお金をもらわなくてもよい」としてい

るのは 1.1％にすぎないが、「ワーコレの収入で

生活できるくらいのお金が必要」としているのは

36.7％にとどまり、ワーコレ労働への金銭的な報

酬の期待の低さがうかがえる。これは、ワーコレ

労働への参加が金銭的な報酬を求めることを目的

としていないことのあらわれであると考えられ

る。ただし、さきにも述べたように、このことが

ワーコレへデメリットをもたらす可能性について

も忘れてはいけないだろう。

4. 2 社会的属性とワーコレ労働

次に、ワーカー本人及び配偶者の社会的属性と

ワーコレ労働との関連について考えてみよう。

はじめに、本人及び配偶者の年齢についてみて

みることにする。表 13、表 14は本人及び配偶者

表 10 ワーカーズ以外の収入の有無 （％）

している 25.0
していない 75.0

（N＝192）

表 11 ワーカーズ以外からの収入の多寡（％）

多い 47.9
同じくらい 14.6
少ない 37.5

（N＝48）

表 12 ワーカーズ労働にお金は必要か（％）

お金をもらわなくてもよい 1.1
できればこの収入で生活できるくらいの
お金はほしい 37.6

活動に必要なお金くらいはほしい 61.4

（N＝189）
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年代をあらわしたものであるが、本人年代が 40−

50代で全体の約 80％を占めており、ほぼ 40−60

代に集中していることがわかる。また配偶者年代

もほぼ 40−60代で変わりないことがわかる。さ

らに家族形態をみてみると（表 15）、夫婦のみ世

帯が 19.4％、義務教育をまだ終えていない子ども

がいる世帯は 27.3％、義務教育を終えた子どもの

みがいる世帯は 46.6％である。つまり、ほとん

どは子どもに手のかからなくなった世代である。

次に本人及び配偶者の学歴についてみてみよ

う。表 16、表 17は本人及び配偶者の学歴を最終

学歴が中学校、高等学校、短期大学及び高等専門

学校、4年生大学及び大学院の 4つに分類してあ

らわしたものである。ワーカー本人については、

短大卒以上のいわゆる高学歴層が 61.3％、配偶者

で 77.0％である。一方、高校以下卒は本人で

38.7％、配偶者で 23.0％と全体の半数以下であ

る。このことから、ワーコレ活動への参加者及び

その配偶者にはかなりの高学歴傾向がみられるこ

とがわかる。

表 13 本人年代 （％）

30代 4.8
40代 33.9
50代 42.5
60代 17.2
70代 1.6

（N＝186）

平均 52.4歳
最低 32歳 最高 76歳

表 14 配偶者年代 （％）

30代 1.1
40代 21.6
50代 50.0
60代 23.9
70代 3.4

（N＝176）

平均 54.9歳
最低 37歳 最高 76歳

表 15 家族形態 （％）

夫婦のみ 19.4
夫婦＋子ども（中学生以下の子どもを含む） 21.5
夫婦＋親＋子ども（中学生以下の子どもを含む） 5.8
夫婦＋子ども（中学生以下の子どもを含まない） 38.2
夫婦＋親＋子ども
（中学生以下の子どもを含まない） 8.4
その他 6.8

（N＝191）

表 16 本人学歴 （％）

高校以下 38.7
短大・高専 32.5
大学以上 28.8

（N＝191）

表 17 配偶者学歴 （％）

高校以下 23.0
短大・高専 10.2
大学以上 66.8

（N＝187）

表 18 職業（配偶者） （％）

事務的職業 32.7
保安的職業 1.3
販売的職業 5.9
技能工・生産工程に関わる職業 13.7
運輸・通信的職業 3.3
専門・技術的職業 23.5
管理的職業 17.0
サービス的職業 1.3
その他 1.3

（N＝153）

表 19 従業上地位（配偶者） （％）

経営者・役員 8.8
常時雇用者 63.2
パート、アルバイト、臨時雇用 3.8
自営業主 6.0
家族従業者 0.5
無職 11.5
その他 6.0

（N＝182）
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次に、配偶者の職業についてみてみよう。表

18、表 19は配偶者の職業の職種及び従業上の地

位についてまとめたものである。これをみると、

専門・管理を含めたホワイトカラー上層が全体の

80％ほどをしめていることがわかる。一方でブ

ルーカラーや自営業はそれぞれ 13.7％、6.0％と

少数である。また、従業上の地位は常時雇用者が

60％を超えている。これらのことからワーコレ

活動への参加者は、「高階層サラリーマン」世帯

に属する人々が多いことがわかった。

これらのことからワーコレで活動する人々は、

自身も配偶者もともに高学歴であり、職業的にも

かなりの高階層に位置する人々が多いことがわか

る。また、子どもにも手のかからなくなった年代

でもあり、生活上かなりの余裕をもった世代なの

ではないかと考えられる。

4. 3 意識的側面からみるワーコレ労働

まず、表 20はさまざまな社会意識について、

各項目の平均を比較したものである。豊島のいう

生活充足志向にかわるものとして、これらの項目

を用いて分析を行なう。ここでは、比較のために

前節までと同様に 2003年 SSM 調査のデータを

用いる。ここで扱うのは、社会意識について訊ね

た項目の平均をそれぞれ 0から 1の間をとるスコ

アに換算したものである8）。

まず「高い地位や収入を得る機会は豊富にあ

る」という機会認知の項目について、他にくらべ

てワーコレの値が高くなっている。また「大学教

育を受ける機会は、貧富の差に関係なく平等に与

えられている」「よい大学を出ることが、高い地

位や収入を得るために不可欠だ」「大企業に就職

しさえすれば、豊かで安定した生活を送ることが

できる」「経済的に安定した生活を送るために何

が必要かが、わからない世の中になった」といっ

た項目が若干低い値になっている。これらのこと

から、次のようなことが考えられる。ワーコレの

ワーカーらは、高い社会的地位や経済的な地位を

得るための機会認知が高いが、それらを得るため

によい大学や大企業に入ることが必ずしも必要だ

とは思っていないのである。だからこそワーコレ

のような経済的な効率を重視しないような活動に

携わることができるのである。一方で、前節でも

みたようにワーコレ自身の学歴や社会階層の高さ

といった自身のもつ資源を所与のものとして考え

るがために、その価値を低く評価しているという

可能性もある。

また「どんなに皆のためになる活動であって

表 20 社会意識の比較

ワー
カーズ

フル
タイム

パート 無職

高い地位や収入を得る機会は豊富にある
地位や収入を得るための競争は、納得のいく仕方でなされている
大学教育を受ける機会は、貧富の差に関係なく平等に与えられている
よい大学を出ることが、高い地位や収入を得るために不可欠だ
大企業に就職しさえすれば、豊かで安定した生活を送ることができる
経済的に安定した生活を送るために何が必要かが、わからない世の中になった
どんなに皆のためになる活動であっても、それに参加しない自由は守られるべきだ
競争の自由をまもるよりも、格差をなくしていくことの方が大切だ
機会が平等に与えられるなら、競争で貧富の差がついてもしかたがない
社会を良くするためには、私生活を少々犠牲にしてもやむを得ない
われわれが少々がんばったところで、社会はよくなるものではない
人びとが議論するよりも、少数の指導者にまかせたほうが、政治はうまくいくものだ

0.43
0.32
0.38
0.37
0.26
0.70
0.85
0.56
0.60
0.40
0.39
0.22

0.27
0.30
0.40
0.37
0.25
0.70
0.75
0.65
0.61
0.47
0.54
0.29

0.32
0.25
0.46
0.43
0.32
0.78
0.83
0.64
0.64
0.47
0.60
0.23

0.33
0.30
0.47
0.43
0.30
0.81
0.78
0.69
0.63
0.43
0.64
0.28
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も、それに参加しない自由は守られるべきだ」の

値が高いことや、「競争の自由をまもるよりも、

格差をなくしていくことの方が大切だ」「機会が

平等に与えられるなら、競争で貧富の差がついて

もしかたがない」「社会を良くするためには、私

生活を少々犠牲にしてもやむを得ない」といった

項目の値が低いことから、個人主義的な傾向がう

かがえる。一方で、「われわれが少々がんばった

ところで、社会はよくなるものではない」の値が

低いことから、社会に対する効力感は高い傾向に

ある。このことから、ワーコレの活動を通してワ

ーカーが社会の中で自己の能力を発揮することが

でき、そのことによってこのような効力感を得る

ことができていると考えられるのである。

次に、仕事や生活に対する意識について考えて

みる。仕事や生活に対する意識をたずねた項目に

ついて、それぞれの平均値をあらわしたものが表

21である。それぞれの項目は 1から 4の間の値

をとり、値が大きいほど強くそう思っていること

になる。

これによると「経済的に豊かな生活を送りた

い」という項目の平均値が高い一方で、「社会的

にえらくなりたい」という項目の平均値は低い。

同時に「社会のために役に立ちたい」「社会や人

に感謝される仕事がしたい」といった社会的な評

価を求める項目の平均値が高いことがわかる。ま

た「仕事はお金を稼ぐための手段であって、面白

いものではない」「仕事の仲間たちとは、活動時

間以外ではつき合いたくない」といった仕事を手

段的にみる傾向をあらわす項目の平均値は低く、

それよりも「仕事を通じて人間関係を広げていき

たい」のような仕事を積極的にみる傾向をあらわ

す項目の平均値が高かった。

「別にこれという目的もなく、その日その日を

のんきにやっていきたい」という項目の平均値が

低く、「自分の能力を試す生き方をしたい」とい

う項目の平均値が高いことから挑戦的な傾向もう

かがえる。

以上のことをから、次のようなことが考えられ

る。ワーコレのワーカーらは、高い社会的地位や

経済的な地位を得るための機会認知は高いが、そ

れらを得るためによい大学や大企業に入ることが

表 21 仕事や生活に対する意識

平均値 標準偏差

経済的に豊かな生活を送りたい
面白い仕事であれば、収入が少なくても構わない
社会的にえらくなりたい
社会のために役に立ちたい
社会や人に感謝される仕事がしたい
楽しい生活をしたい
別にこれというも目的もなく、その日その日をのんきにやっていきたい
自分の能力を試す生き方をしたい
世の中に背を向けても、自分なりに生きたい
仕事を生きがいとしたい
どこでも通用する専門技能を身に付けたい
仕事を通じて人間関係を広げていきたい
仕事はお金を稼ぐための手段であって、面白いものではない
仕事の仲間たちとは、活動時間以外では付き合いたくない
自分の仕事が終わったら、定時に帰る
自分のことは考えず、事業の発展のために尽くしたい

3.10
2.78
1.65
3.23
3.20
3.58
1.55
3.31
1.86
2.65
3.17
3.26
1.66
1.70
2.33
2.15

0.73
0.84
0.69
0.70
0.76
0.59
0.70
0.73
0.78
0.83
0.76
0.73
0.75
0.74
0.92
0.74
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必ずしも必要だとは思っていない。ただし、経済

的な地位を求める傾向はやや強く、一方でワーコ

レ労働に実際に携わっていることから、ワーコレ

労働に継続して参加できるだけの生活の余裕を求

めているという意味で、経済的な地位を志向する

傾向が強いという結果が得られたのではないだろ

うか。また、仕事を単なる手段的な行為と考える

のではなく、そこに積極的な価値を見出してい

る。そしてそのような行為を通して、自らの能力

を発揮することができ、社会的に価値のある労働

を担っていきたいと考えているようである。社会

に対する自己効力感が高いことからも、そのよう

な活動に対する欲求が強まるかもしれない。

本節では、ワーコレ労働が一般的なパート労働

に比べて、金銭的な目的からすれば効率的ではな

い働き方であることが確かめられた。実際の年収

の金額の上でも、ワーコレの年収は一般的なパー

ト労働よりも少ない傾向にある。また、ワーコレ

のメンバーには高学歴で高階層に属する人々が多

い。同時に年代的には 50代前後で既に子どもも

義務教育を終了したような、生活には多少の余裕

が生まれてくる世代である。これらのこととワー

コレの意識的な側面とをあわせて考えると、ワー

コレのメンバーはワーコレの活動を続けることが

できるだけの経済的な豊かさを求め、実際にそれ

を持ち合わせている人々なのだと言うことができ

る。さらに言えば、彼らはそのような経済的な豊

かさを志向しながらも、仕事に積極的な意味を見

出し、社会的な評価や他者からの評価など金銭的

な評価以外のものを求めるような志向を持ち合わ

せている。これらの 2つの志向は決して矛盾する

ものではなく、おそらく彼らが家庭という確かな

足場を持っているからこそ生じたものなのだと考

えられる。

5 ワーカーズ・コレクティブの可能性

と限界

前節においては、実際にワーコレを対象に行っ

た調査をもとに、ワーコレのメンバーの活動状況

や社会的属性、いくつかの意識的側面をみてき

た。ワーコレの労働が一般的なパート労働に比べ

ると「金銭を得る」手段としては効率が悪い方法

であるにもかかわらず、なぜワーコレのような場

で働くことを選択しているのか。それは、彼らが

社会的な評価を求め、他者への貢献的な活動を志

向する傾向にあり、自己の能力を発揮できるよう

な生き方を望み、そのような自己の能力に対する

効力感も保ち得ているからだと考えることができ

る。彼らは、労働という行為を「金銭を得る」手

段としてのみならず、そのような自己実現のため

の手段としてとらえている。そして、彼らのその

ような志向にあった働き方がワーコレであったと

いうことができるだろう。

ただし、ワーコレ労働は生活のための収入を得

るという面では十分でなく、ワーコレ労働を継続

するためには、経済的なバックボーンが必要とな

る。しかしながら、彼は自身も配偶者もともに高

学歴であり、配偶者は職業的に高階層に位置して

いる。また、年代的にも子どもに手のかからない

年齢に到達しており、彼らがワーコレ労働を継続

するに十分な経済的な基盤や時間的ゆとりを有し

ている。

彼らは労働を金銭を得るための手段としてだけ

でなく、自己の生の「意味」の創出の手段として

捉えており、なおかつそのような「意味」の獲得

に意欲的な人々であると考えられる。そしてそれ

は、家庭の主婦として生の「意味」を私事的な領

域にのみ求めるのではなく、広く社会のなかに求

めていきたいとする願望のあらわれなのである。
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家庭の主婦だった人が、家庭にいて主婦を

しながら自分で力を出したいと思った時に、

ワーカーズ・コレクティブに入ることは意味

のあることだと思うんですよ。福祉のところ

は人間なので、時間とか機械的な効率とか上

げるにはいかないよね。相手が人間だから、

その人に合わせなきゃいけないから。そうい

う所では、そういう意味での「非効率」な働

き方。効率的な働き方みたいな形には、なら

ない。なりにくい分野ではある。

でも、そういう働き方もないと。社会、国

では回ってなくて、ここを担う人もきちんと

いることが大事なんだなあってなるよね。ど

うしても、女性の収入が独立できる収入にっ

ていうことを、言われるけれども、そうじゃ

なくって、こういう働き方もないと、社会が

回っていかないと思うんです。そこのところ

はビジネスになりにくい、効率は悪いしね。

営利活動というのに参加すればもっと家計

が豊かになる、収入としてね。けれども、そ

こはいろんな価値観だと思うけれども、もっ

と収入がたくさんあったほうがいいという選

択肢もあると思うし、ある程度の規模で暮ら

していけるからこれぐらいの収入で暮らして

いこうという選択肢もあるし。

そのなかで主たる家計の担い手でない人た

ちがコミュニティのなかで公共の部分をどう

していくか。そういう人たちは逆に考えれ

ば、恵まれたそういうところを担える立場に

あるから、担っていくというのがいいかなあ

という価値観で私たちは活動しています。9）

彼らは専業主婦という立場に甘んじることな

く、逆にその立場を利用して社会がこれまで省み

てこなかったような分野に目を向けている。そこ

での活動は市場経済の中では非効率で「お金にな

らない」ものである。しかし「お金にならない」

けれども「必要とされている」ことに目を向け

て、「お金にならない活動をしても生活できる」

立場を利用してこのような仕事を担おうとしてい

る。彼らは、金銭的な価値ではなく、ワーコレ労

働を通じた社会貢献や自己実現を目指そうとして

いるのだと考えられる。その点においては、佐藤

が指摘していたような有償ボランティア的にワー

コレ労働を捉える傾向は現時点においても認めら

れる。

彼らの活動は社会的に有用で価値のあるもので

ある。だが、そのような働き方が可能である人々

にのみ独占されてはいないだろうか。または主婦

層の特権化もしくはそのような立場への縛り付け

を助長することにはならないだろうか。彼らは、

専業主婦という立場であることに対して何ら引け

目を感じている様子はない。それは彼らの専業主

婦として培ってきたアイデンティティに対するひ

とつの結果であろう。しかしながら、彼らがワー

コレ労働を通して主張する現代社会への批判は、

まさにその彼らが批判する社会の構造の中で彼ら

が生きているからこそできることなのでもある。

そこにワーコレ労働の限界がある。

彼らはワーコレ労働を新しい働き方、既存の働

き方に対する別の可能性としてそれを提案し実践

している。その可能性は、現時点では一部の限ら

れた階層に位置する人々にしか開かれていない。

ワーカーズ・コレクティブがこれからも新しい働

き方としてその将来可能性を主張するのであれ

ば、今一度自らが在るその社会の構造に目を向け

る必要性を示している。

付記
本研究で用いたワーコレのデータは、神奈川ワーカ
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ーズ・コレクティブ連合会をはじめとする関係各機関
の方々のご尽力をいただいて得られたものである。ま
た、「2003年仕事と暮らしに関する全国調査」のデー
タの使用にあたっては、2005年 SSM 調査研究会の許
可を得た。ここに記して感謝とお礼を申し上げたい。

〔注〕

１）ワーカーズ・コレクティブ成立過程の歴史などに
ついては佐藤（佐藤編 1988）や横田（横田
2001）が詳しい。

２）とは言え、まだまだサービス利用者にとって本当
に使いやすい制度が構築されたとは言いがたい。
また、予想外の利用者増により 2006年 4月には介
護保険制度の見直し、障害者自立支援法の施行な
どが予定されており、これによりサービス給付を
制限し財政上の困難を克服しようとする政府の政
策上の意図がある。障害者自立支援法の成立をめ
ぐる動きについては立岩真也のサイト（立岩
2004）が詳しい。

３）調査の概要は以下の通り。
調査手法：郵送自記入方式
郵送総数：250

回収総数（回答率）：200（80.0％）
有効回答数（有効回答率）：193（96.5％）
なお本調査は、調査設計の時点では女性のみを

対象にしていたが、交渉上の問題から数名の男性
が含まれてしまっている。それらのサンプルにつ
いては特定が難しく、その後の調査で含まれてい
る男性の人数が 10名未満であることが判明したこ
とから、本論においてはほぼ女性に限定されたデ

ータとみなしている。
４）ここでは、現在の主な職業の従業上の地位をもと
に分類を行なった。「フルタイム」は従業上の地位
が「経営者、役員」「常時雇用されている一般従業
者」であり、「パート・アルバイト」は「臨時雇用
・パート・アルバイト」「派遣社員」「契約社員・
嘱託」であるものを抽出した。

５）「2003年仕事と暮らしに関する全国調査」は、2005

年に実施された「2005年社会階層と社会移動全国
調査」、通称「2005年 SSM 調査」の予備調査とし
て 2003年に 20−69歳の男女を対象に行われたもの
で、1,154サンプルを有する。

６）A はある移動介護ワーコレである。この発言は、
2004年 8月に行った聞き取り調査で得られた A の
理事である K 氏のものである。A は神奈川県県央
部を中心に活動している在宅福祉部門のワーコレ
である。以下、同様の記述はこの K 氏他 2名の計
3名に対して行った聞き取り調査の結果から得ら
れたものである。なお、この聞き取り調査は質問
紙調査とは異なり、各組織におけるリーダー層の
人々に対して行ったものであることを付記してお
く。

７）注 6）を参照。
８）ただし本調査と 2003年 SSM 調査では、一部の項
目において回答の選択肢の数が異なる。（4件法ま
たは 5件法）このため、ここでは各平均スコアを
選択肢数で除するという操作を経て、比較を行な
った。

９）注 6）を参照。
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